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刑法犯認知件数については全国的に減少基調となっており、首都圏

においても平成２５年の４０１，５７７件から平成２９年には   

２９５，２３６件へと減少している。

しかしながら、昨年３月に千葉県、本年５月には新潟県で女児殺害

事件が発生するなど、痛ましい事件は後を絶たない。車上ねらい等の

窃盗犯や暴行・傷害等の粗暴犯など、住民の身近で発生する犯罪も  

依然として多く、犯罪の起こりにくい環境づくりが求められている。 

また、首都圏を訪れる外国人が急増しており、２０２０年東京   

オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を控え、これらの   

外国人にも安全・安心をより実感してもらえるような環境を整備する 

ことは、大きな「おもてなし」の一つである。 

こうした中、本県では、地域防犯力向上のため、千葉県独自の取組

として防犯ボックスを設置するなど、地域の実情に応じた防犯活動の 

活性化を図るとともに、防犯カメラの設置促進等により防犯体制を 

強化しており、また、首都圏の各自治体においても様々な取組が   

行われているところである。 

首都圏における安全で安心な地域社会を実現するためには、   

各自治体が行っている取組について情報を共有し、自治体の枠を超え

広域的に取り組んでいくことが効果的であることから、九都県市が 

一体となって地域防犯力の向上に係る方策を検討し、取り組むことを

提案する。 

（検討内容の例） 

○ 各都県市で実施している、地域の実情に応じた防犯活動の活性化

や防犯カメラの設置等による防犯体制の強化等に係る取組状況の 

調査（効果・課題等）及び情報共有 

○ 九都県市一斉の啓発活動など、九都県市が一体となった取組の 

実施 
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